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工事における入札及び契約の過程並びに契約の内容等に係る情報の公表について

国土交通省の発注に係る受注業者選定過程の透明性を高める観点から、従前より「入札

10 27 172 21結果等の公表について （平成 年３月 日、建設省会発第 号、建設省厚契発第」

6 6 22 1368号 及び 公共工事に係る入札結果等の公表について 平成 年 月 日付け港管第） 「 」（

号）に従い、入札結果等の公表を実施してきたところであるが、先般 「公共工事の入札、

及び契約の適正化の促進に関する法律 （平成 年法律第 号。以下「法」という ）」 。12 127
等が制定されたことに伴い、入札及び契約の過程並びに契約内容の透明性をより一層向上

させる観点から、別紙のとおり公表を行う手続を定めたので、遺憾のなきよう措置された

い。

（別 紙）

１ 定義

(１) この通達において 競争参加資格 とは 国土交通省所管会計事務取扱規則 平、「 」 、 （

成 年国土交通省訓令第 号。以下「規則」という ）第 条第１項の規定によ13 60 34。

り定める一般競争に参加する者に必要な資格及び同規則第 条第１項の規定によ36
り定める指名競争に参加する者に必要な資格をいう。

(２) この通達において 「有資格業者名簿」とは 「工事請負業者選定事務処理要領」、 、

昭和 年 月 日建設省厚第 号 以下 選定要領 という 第 又は 契（ 。 「 」 。） 「41 12 23 76 10
約業者取扱要領 （昭和 年 月１日付け港管第 号。以下「取扱要領」とい」 55 12 3722
う ）第 条に規定する名簿をいう。。 10

(３) この通達において 「審議の概要」とは 「入札監視委員会の設置及び運営につ、 、

いて （平成 年 月 日付け国官地第 号、国官会第 号。以下「入札監」 13 3 30 1431 27
視委員会通達」という ）第４に規定する議事概要をいう。。

(４) この通達において 「指名停止措置」とは 「地方支分部局所掌の工事請負契約、 、

に係る指名停止等の措置要領 （昭和 年 月 日付け建設省厚第 号）第１又」 59 3 29 91
は「港湾建設局所掌の工事請負契約に係る指名停止等の措置要領 （昭和 年 月」 59 3

日港管第 号 （以下「指名停止措置要領」という ）第１条に規定する指名31 927 。） 。

停止措置をいう。

22 165(５) この通達において 予定価格 とは 予算決算及び会計令 昭和 年勅令第、「 」 、 （



号。以下「予決令」という ）第 条に規定する書面に記載された価格をいう。。 79
また 「予定価格（税抜き 」とは、予定価格から消費税及び地方消費税相当額、 ）

を除いたものをいう。

(６) この通達において 「積算内訳」とは、予定価格の算出に用いた工事価格につい、

て、工事区分、工種及び種別ごと（官庁営繕に係る工事にあっては種目、科目及び

中科目ごと）の数量、金額等を明示する資料をいう。

(７) この通達において 「一般競争参加資格」とは、規則第 条の規定により定める、 35
一般競争に参加する者に必要な資格をいう。

、「 」 、(８) この通達において 競争参加資格確認申請書及び競争参加資格確認資料 とは

一般競争入札に参加する者の競争参加資格を確認するため提出を求める「一般競争

入札方式の実施について （平成 年 月 日付け建設省厚発第 号。以下「一」 6 6 21 260
6 6 22般競争実施通達 という ６又は 一般競争入札の実施について 平成 年 月」 。） 「 」（

日付け港管第 号。以下「一般競争実施通達」という ）６及び「一般競争入札1385 。

方式の拡大について （平成１７年１０月７日付け国地契第８０号。以下「一般競」

争拡大通達」という ）６又は「一般競争入札方式の拡大について （平成１７年。 」

１０月７日付け国港総第２３４号。以下「一般競争拡大通達」という ）６に規定。

する申請書及び資料をいう。

(９) この通達において 「苦情処理回答書面」とは 「工事等における入札・契約の、 、

過程に係る苦情処理の手続について （平成 年３月 日付け国官会第 号、」 13 30 1430
国官地 号。以下「苦情処理通達」という ）記第２の４の回答書及び記第３の７28 。

に規定する書面をいう。

( ) この通達において「総合評価落札方式」とは 「総合評価落札方式の実施につい10 、

て （平成 年 月 日付け建設省厚契発第 号）に規定する総合評価落札方式」 12 9 20 30
をいう。

( ) この通達において「調査基準価格」とは 「予算決算及び会計令第８５条の基準11 、

の取扱いについて （平成１６年６月１０日付け国官会第３６７号）２の規定によ」

り算出する調査基準価格をいう。

( ) この通達において 入札調書等 とは 地方整備局会計事務取扱標準細則 平12 、「 」 、「 」（

36成１４年３月２８日付け国官会第４１３６号 以下 細則 という 別記様式第。 「 」 。）

6 6に規定する入札調書又は「公共工事に係る入札結果の公表について （平成 年」

） 。月 日付け港管第 号 別紙様式第１に規定する一般競争入札結果調書をいう22 1368
( ) この通達において 「技術資料」とは「工事希望型競争入札方式の手続きについ13 、

て （平成１７年１０月７日付け国地契第８２号、国官技第１３８号、国営計第８」

６号）又は「工事希望型競争入札方式の手続きについて （平成１７年１０月７日」

付け国港総第２３９号、国港建第１３３号）に規定する技術資料をいう。

( ) この通達において 「工事成績評定通知書」とは 「請負工事成績評定要領の制14 、 、

定について （平成 年 月 日付け国官技第 号 「請負工事成績評定要領の」 ）、13 3 30 92
運用について （平成 年 月 日国官技第 号 「営繕工事に係る請負工事成」 ）、13 3 30 93
績評定要領の運用について （平成 年 月 日付け国営技第 号）及び「請負」 13 3 30 32
工事成績評定要領の改訂について （平成 年 月 日付け国港建第 号）に」 13 3 30 110



規定する工事成績評定点を記載した通知書をいう。

２ 公表の対象

、 。 、本通達における公表の対象は 選定要領第１又は取扱要領第１の工事とする ただし

国の行為を秘密にする必要があるもの及び予定価格が 万円を超えないものを除く。250
３ 公表の内容

Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く ）においては、次に掲げる。

事項について公表するものとする。

(１) 通則的事項

① 競争参加資格

② 有資格業者名簿（様式１―１ 、有資格業者索引名簿（様式１―２ 「工事） ）、

請負業者の資格を定める場合の総合点数の算定要領 （昭和 年 月 日付」 41 12 23
け建設省厚発第 号）79

③ 選定要領第 （指名基準 「入札･契約手続のより一層の透明性･競争性の16 ）、

確保について （平成 年 月 日建設省厚発第 号）中別紙（指名基準の」 5 5 31 177
運用基準 、各地方整備局ごとに定めている技術審査基準（標準様式例１ 、） ）

指名停止措置要領 「工事請負契約に係る指名停止等の措置要領の運用基準に、

ついて （平成 年 月 日付け建設省厚発第 号 、各地方整備局ごとに」 ）3 5 18 172
定めている工事事故に係る指名停止措置期間運用基準

④ 「予算決算及び会計令第８５条の基準の取扱いに関する事務手続について」

（平成１６年６月１０日付け国官会第３６８号。以下「低入札事務手続通達」

という 「低入札価格調査制度対象工事に係る重点調査の試行について （平。）、 」

成 年 月 日付け建設省会発第 号、建設省厚契発第 号、建設省技12 12 12 773 44
調発第 号、建設省営計発第 号）別添（低入札価格調査マニュアル（重193 159
点調査用 ））

⑤ 苦情処理通達

13⑥ 入札監視委員会通達 入札監視委員会の運用上の留意点について 平成、「 」（

年 月 日付け国官地第 号、国官技第 号、国営計第６７号）3 30 30 81
⑦ 入札監視委員会における委員の氏名及び職業、審議の概要及びその他の必要

な資料（標準様式例２―１、標準様式例２―２）

⑧ 「地方整備局請負工事監督検査事務処理要領 （昭和 年 月 日付け建」 42 3 30
設省厚第 号 「地方整備局工事技術検査要領 （昭和 年 月 日付け建21 42 3 30）、 」

設省官技第 号 「土木工事監督技術基準（案 （平成 年 月 日付建設13 8 3 27）、 ）」

省技調発第 号 「営繕工事監督技術基準（案 （昭和 年 月 日付け71 61 6 20）、 ）」

建設省営監発第 号 「地方整備局土木工事検査技術基準（案 （平成８年24 ）、 ）」

３月 日付け建設省技調発第 号 「地方整備局土木工事技術検査基準27 71 ）、

（案 （平成１８年３月３１日付け国官技第２８３号 「営繕工事検査技術）」 ）、

基準（案 （昭和 年 月 日付け建設省営監発第９号 「監督技術マニュ）」 ）、62 4 22
アル（案 （平成 年 月 日付け積算技術管理官事務連絡 「検査技術マ）」 ）、7 10 31
ニュアル（案 （平成 年 月 日付け積算技術管理官事務連絡 「工事現）」 ）、7 10 31
場における施工体制の点検要領の運用について （平成 年 月 日付け国」 13 3 30



官地第 号、国官技第 号、国営計第 号 「低入札価格調査制度調査対23 69 80 ）、

象工事に係る監督体制等の強化について （平成 年 月 日付け建設省厚発」 6 3 30
第 号、建設省技調発第 号、建設省営監発第 号）126 72 13

⑨ 「請負工事成績評定要領の制定について （平成 年 月 日付け国官技」 13 3 30
第 号 「請負工事成績評定要領の運用について （平成 年 月 日付け92 13 3 30）、 」

国官技第 号 「営繕工事に係る請負工事成績評定要領の運用について （平93 ）、 」

成 年 月 日付け国営技第 号）13 3 30 32
⑩ 指名停止措置の対象となった業者名、指名停止措置期間、指名停止措置理由

等（標準様式例３）

⑪ 「公正入札調査委員会設置要領準則 （平成１５年３月１０日付け国地契第」

９２号）別添２（談合情報対応マニュアル）

⑫ 「直轄工事における共同企業体の取扱いについて （昭和 年 月１日付け」 63 6
厚発第 号 「直轄工事における特定建設工事共同企業体の運用について」176 ）、

（平成１５年５月２６日付け国地契第３０号、国官技第５７号、国営計第４５

9 9 19号 直轄工事における経常建設共同企業体の運用について 平成 年 月）、「 」（

日付け建設省厚契発第 号、建設省技調発第 号、建設省営計発第 号）39 160 83
(２) 一般競争に付した場合

① 一般競争参加資格

② 競争参加資格確認申請書及び競争参加資格確認資料を提出した業者名

③ 一般競争実施通達１０及び一般競争拡大通達９の規定により、一般競争参加

資格がないと認めた業者名及びその理由（様式２）

④ 予定価格（税抜き）

⑤ 予定価格（税抜き）の積算内訳

⑥イ）調査基準価格

ロ）低入札事務手続通達第４に規定する調査の結果の概要（低入札価格調査を

実施した業者名を含む。以下同じ （標準様式例４）。）

ハ）低入札事務手続通達第７に規定する契約担当官等の調査の結果及び意見を

記載した書面

ニ）低入札事務手続通達第８に規定する契約審査委員の意見を記載した書面

ホ）予決令第 条に規定する理由及び契約担当官等の意見を記載した書面89
ヘ）同令第 条に規定による国土交通大臣の承認があった場合の当該承認を89
示す文書

ただし、ホ）及びヘ）については、次順位者を落札者とした場合に限る。

⑦ 入札者名及び各入札者の各回の入札金額並びに落札者名及び落札金額（この

場合においては、入札調書等の写しを使用するものとする 、並びに予決令。）

第 条の２及び第 の３の規定により随意契約によることとした場合におい99 99
ては契約の相手方及び契約金額（消費税及び地方消費税相当額を除いたものを

いう。以下同じ 。。）

⑧ 総合評価落札方式を実施した場合における総合評価を実施した理由、落札者

決定基準及び落札理由（標準様式例５）



⑨ 一般競争実施通達に基づく一般競争に付した場合は、競争参加資格がないと

認められた者からその説明を求められた場合の書面及びそれに対する回答の書

面、一般競争拡大通達に基づく一般競争に付した場合は、苦情処理申立て書面

及び苦情処理回答書面

⑩ 次に掲げる契約の内容（標準様式例６―１）

イ）契約の相手方の商号又は名称及び住所

ロ）工事の名称、場所、種別、概要、工期、契約金額

⑪ 契約金額の変更を伴う契約の変更をした場合の上記⑩ロ）及び契約変更の理

由（標準様式例６―２）

⑫ 工事成績評定点通知書

⑬ 工事成績評定点通知書に関し、通知を受けた者からその説明を求められた場

合の書面及びそれに対する回答の書面

(３) 指名競争に付した場合

① 工事の名称及び種別、入札予定年月日並びに等級区分

② 指名業者名及び指名業者の選定過程（標準様式例７）

③ 予定価格（税抜き）

④ 予定価格（税抜き）の積算内訳

⑤イ）調査基準価格

ロ）低入札事務手続通達第４に規定する調査の結果の概要（標準様式例４）

ハ）低入札事務手続通達第７に規定する契約担当官等の調査の結果及び意見を

記載した書面

ニ）低入札事務手続通達第８に規定する契約審査委員の意見を記載した書面

ホ）予決令第 条に規定する理由及び契約担当官等の意見を記載した書面89
ヘ）同令第 条の規定による国土交通大臣の承認があった場合の当該承認を89
示す文書

ただし、ホ）及びヘ）については、次順位者を落札者とした場合に限る。

⑥ 入札者名及び各入札者の各回の入札金額並びに落札者名及び落札金額（この

場合においては、入札調書等の写しを使用するものとする 、並びに予決令。）

第 条の２及び第 の３の規定により随意契約によることとした場合におい99 99
ては契約の相手方及び契約金額（消費税及び地方消費税相当額を除いたものを

いう。以下同じ 。。）

⑦ 総合評価落札方式を実施した場合における総合評価を実施した理由（財務大

臣との協議結果 、落札者決定基準及び落札理由（標準様式例５））

⑧ 苦情処理申立て書面及び苦情処理回答書面

⑨ 次に掲げる契約の内容（標準様式例６―１）

イ）契約の相手方の商号又は名称及び住所

ロ）工事の名称、場所、種別、概要、工期、契約金額

⑩ 契約金額の変更を伴う契約の変更をした場合の上記⑨ロ）及び契約変更の理

由（標準様式例６―２）

⑪ 工事成績評定点通知書



⑫ 工事成績評定点通知書に関し、通知を受けた者からその説明を求められた場

合の書面及びそれに対する回答の書面

(４) 随意契約によることとした場合

① 次に掲げる随意契約の結果及び契約の内容（標準様式例６－３）

イ）工事の名称及び工事概要

ロ）契約担当官等の氏名並びにその所属する部局の名称及び所在地

ハ）契約を締結した日

ニ）契約の相手方の商号又は名称及び住所

ホ）契約金額

ヘ）予定価格

ト）随意契約によることとした理由

チ）工事の場所、種別及び工期

② 予定価格（税抜き）の積算内訳

③ 苦情処理申立て書面及び苦情処理回答書面

④ 契約金額の変更を伴う契約の変更をした場合の上記①イ 、ホ）及びチ）並）

びに契約変更の理由（標準様式例６－２）

⑤ 工事成績評定点通知書

⑥ 工事成績評定点通知書に関し、通知を受けた者からその説明を求められた場

合の書面及びそれに対する回答の書面

Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る ）においては、次に掲げる。

事項について公表するものとする。

(１) 通則的事項

① 競争参加資格

② 有資格者名簿（様式１―１ 、有資格者索引名簿（様式１―３ 「数値の算） ）、

定及び等級の格付け要領 （昭和 年 月 日付け港管第 号 「 数値」 ）、「55 12 1 3722
の算定及び等級の格付け要領」及び「港湾建設局施工直轄工事における共同企

業体の取扱いについて」の一部改正に伴う取扱いについて （平成 年 月１」 9 9
日付け港管第 号）2138

③ 取扱要領第 条（工事の指名基準 「運輸省が発注する工事請負契約に係17 ）、

る事務の適正化について 平成 年 月 日付け港管第 号 中別紙 指」（ ） （5 6 21 1500
）、 （ ）、名基準の運用 各地方整備局ごとに定めている技術審査基準 標準様式例１

指名停止措置要領

④ 「予算決算及び会計令第８５条の基準の取扱いに関する事務手続について」

（平成１６年６月１０日付け国官会第３６８号。以下「低入札事務手続通達」

という 「低入札価格調査制度対象工事に係る重点調査の実施について （平。）、 」

成１８年５月１日付け国港総第１１１－２号、国港建第３５－２号）別添（低

入札価格調査マニュアル（重点調査用 ））

⑤ 苦情処理通達

⑥ 入札監視委員会通達 「入札監視委員会の運営上の留意点について （平成、 」

１３年３月３０日付け国港管第５５９号、国港建第１１５号）



⑦ 入札監視委員会における委員の氏名及び職業、審議の概要及びその他の必

要な資料（標準様式例２―１、標準様式例２―２）

⑧ 「請負工事監督･検査事務処理要領の制定について （平成８年４月１日付」

872 13 3 30け港管第 号 「工事現場における施行体制の点検要領 （平成 年 月） 」

日付け国官地第 号、国官技第 号、国営計第 号）22 68 79
⑨ 「請負工事成績評定要領 （平成 年 月 日付け国官技第 号）」 13 3 30 92
⑩ 指名停止措置要領の対象となった業者名、指名停止措置期間、指名停止措置

理由等（標準様式例３）

⑪ 「公正入札調査委員会の設置等について （平成１５年３月２８日付け国港」

管第１１９９号）

⑫ 「港湾建設局施行直轄工事における共同企業体の取扱について （昭和 年」 63
月 日付け港管第 号 「直轄工事における特定建設工事共同企業体の12 27 4087 ）、

運用について （平成１５年９月１６日付け国港管第５５９号、国港建第１０」

9 10５号 「直轄工事における経常建設共同企業体の取扱について （平成 年）、 」

月１日付け港管第 号、港建第 号）2253 825
(２) 一般競争に付した場合

① 一般競争参加資格

② 競争参加資格確認申請書及び競争参加資格確認資料を提出した業者名

③ 一般競争実施通達１０及び一般競争拡大通達９の規定により、一般競争参加

資格がないと認めた業者名及びその理由（様式２）

④ 予定価格（税抜き）

⑤ 予定価格（税抜き）の積算内訳

⑥イ）調査基準価格

ロ）低入札事務手続通達第４に規定する調査の結果の概要（低入札価格調査を

実施した業者名を含む （標準様式例４）。）

ハ）低入札事務手続通達第７に規定する契約担当官等の調査の結果及び意見を

記載した書面

ニ）低入札事務手続通達第８に規定する契約審査委員の意見を記載した書面

ホ）予決令第 条に規定する理由及び契約担当官等の意見を記載した書面89
ヘ）同令第 条の規定による国土交通大臣の承認があった場合の当該承認を89
示す文書

ただし、ホ）及びヘ）については、次順位者を落札者とした場合に限る。

⑦ 入札者名及び入札者の各回の入札金額並びに落札者名及び落札金額（この場

99合においては 入札調書等の写しを使用するものとする 並びに予決令第、 。）、

条の２及び第 条の３の規定により随意契約によることとした場合において99
は契約の相手方及び契約金額（消費税及び地方消費税相当額を除いたものをい

う。以下同じ 。。）

⑧ 総合評価落札方式を実施した場合における総合評価を実施した理由、落札者

決定基準及び落札理由（標準様式例５）

⑨ 一般競争実施通達に基づく一般競争に付した場合は、競争参加資格がないと



認められた者からその説明を求められた場合の書面及びそれに対する回答の書

面、一般競争拡大通達に基づく一般競争に付した場合は、苦情処理申立て書面

及び苦情処理回答書面

⑩ 次に掲げる契約の内容（標準様式例６―１）

イ）契約の相手方の商号又は名称及び住所

ロ）工事の名称、場所、種別、概要、工期、契約金額

⑪ 契約金額の変更を伴う契約の変更をした場合の上記⑩ロ）及び契約変更の理

由（標準様式例６―２）

⑫ 工事成績評定点通知書

⑬ 工事成績評定点通知書に関し、通知を受けた者からその説明を求められた場

合の書面及びそれに対する回答の書面

(３) 指名競争に付した場合

① 工事の名称及び種別、入札予定年月日並びに等級区分

② 指名業者名及び指名業者の選定過程（標準様式例７）

③ 予定価格（税抜き）

④ 予定価格（税抜き）及び積算内訳

⑤イ）調査基準価格

ロ）低入札事務手続通達第４に規定する調査の結果の概要（低入札価格調査を

実施した業者名を含む （標準様式例４）。）

ハ）低入札事務手続通達第７に規定する契約担当官等の調査の結果及び意見を

記載した書面

ニ）低入札事務手続通達第８に規定する契約審査委員の意見を記載した書面

ホ）予決令第 条に規定する理由及び契約担当官等の意見を記載した書面89
ヘ）同令第 条の規定による国土交通大臣の承認があった場合の当該承認を89
示す文書

ただし、ホ）及びヘ）については、次順位者を落札者とした場合に限る。

⑥ 入札者名及び入札者の各回の入札金額並びに落札者名及び落札金額（この場

99合においては 入札調書等の写しを使用するものとする 並びに予決令第、 。）、

条の２及び第 条の３の規定により随意契約によることとした場合において99
は契約の相手方及び契約金額（消費税及び地方消費税相当額を除いたものをい

う。以下同じ 。。）

⑦ 総合評価落札方式を実施した場合における総合評価を実施した理由、落札者

決定基準及び落札理由（標準様式例５）

⑧ 苦情処理申立書面及び苦情処理回答書面

⑨ 次に掲げる契約の内容（標準様式例６―１）

イ）契約の相手方の商号又は名称及び住所

ロ）工事の名称、場所、種別、概要、工期、契約金額

⑩ 契約金額の変更を伴う契約の変更をした場合の上記⑨ロ）及び契約変更理由

（標準様式例６―２）

⑪ 工事成績評定点通知書



⑫ 工事成績評定点通知書に関し、通知を受けた者からその説明を求められた場

合の書面及びそれに対する回答の書面

(４) 随意契約によることとした場合

① 次に掲げる随意契約の結果及び契約の内容（標準様式６－３）

イ）工事の名称及び工事概要

ロ）契約担当官等の氏名並びにその所属する部局の名称及び所在地

ハ）契約を締結した日

ニ）契約の相手方の商号又は名称及び住所

ホ）契約金額

ヘ）予定価格

ト）随意契約によることとした理由

チ）工事の場所、種別及び工期

② 予定価格（税抜き）及び積算内訳

③ 苦情処理申立て書面及び苦情処理回答書面

④ 契約金額の変更を伴う契約の変更をした場合の前記①イ 、ホ）及びチ）並）

びに契約変更の理由（標準様式例６―２）

⑤ 工事成績評定点通知書

⑥ 工事成績評定点通知書に関し、通知を受けた者からその説明を求められた場

合の書面及びそれに対する回答の書面

４ 公表の時期

Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く ）においては、次に掲げる。

時期に公表するものとする。

(１) 通則的事項

上記３Ⅰ(１)の①から⑥まで並びに⑧、⑨、⑪及び⑫は、それを定め又は作成

した後速やかに当該事項を公表するものとする。ただし、すでに定めてある場合

にあっては、本通達の施行の日以降速やかに公表するものとする。また当該事項

を変更した場合にあっては、変更後速やかに公表するものとする。

３Ⅰ（１）⑦のうち委員の氏名及び職業は、毎年度当初の委員会開催後速やか

に、また委員の変更のあった場合には、その直近の委員会の開催後速やかに公表

するものとする。また、審議の概要等については、当該審議のあった入札監視委

員会の開催後速やかに公表するものとする。

３Ⅰ（１）⑩は、当該措置を行った後速やかに公表するものとする。

(２) 一般競争に付した場合

３Ⅰ(２)①及び⑧のうち総合評価を実施した理由及び落札者決定基準は、入札

公告時に公表するものとする。

３Ⅰ(２)②、③及び⑦は、落札者決定後又は契約の相手方及び契約金額の決定

後速やかに公表するものとする。

３Ⅰ(２)④から⑥まで並びに⑧のうち落札理由並びに⑩は、契約の締結後速や

かに公表するものとする。

３Ⅰ(２)⑨及び⑬は、回答書面の発信後速やかに公表するものとする。



３Ⅰ(２)⑪は、契約の変更後速やかに公表するものとする。

３Ⅰ(２)⑫は、工事成績評定点通知後速やかに公表するものとする。

(３) 指名競争に付した場合

３Ⅰ(３)①は、指名通知後速やかに公表するものとする。

３Ⅰ(３)②及び⑥は落札者決定後又は契約の相手方及び契約金額の決定後速や

かに公表するものとする。

３Ⅰ(３)⑦のうち総合評価を行う理由及び落札者決定基準については、技術資

料収集に係る掲示を行う際に公表するものとする。

３Ⅰ(３)③から⑤まで及び⑨は契約の締結後速やかに公表するものとする。

３Ⅰ(３)⑧及び⑫は、回答書面の発信後速やかに公表するものとする。

３Ⅰ(３)⑩は、契約の変更後速やかに公表するものとする。

３Ⅰ(３)⑪は、工事成績評定点通知後速やかに公表するものとする。

(４) 随意契約によることとした場合

３Ⅰ(４)①及び②は、契約の締結後速やかに、公表するものとする。

３Ⅰ(４)③及び⑥は、回答書面の発信後速やかに、④は契約の変更後速やかに

公表するものとする。

３Ⅰ(４)⑤は、工事成績評定点通知後速やかに公表するものとする。

Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る ）においては、次に掲げる。

時期に公表するものとする。

(１) 通則的事項

上記３Ⅱ(１)の①から⑥まで並びに⑧、⑨、⑪及び⑫は、それを定め又は作成

した後速やかに当該事項を公表するものとする。ただし、既に定めてある場合に

あっては、本通達の施行の日以降速やかに公表するものとする。また、当該事項

を変更した場合にあっては、変更後速やかに公表するものとする。

３Ⅱ（１）⑦のうち委員の氏名及び職業は、毎年度当初の委員会開催後速やか

に、また、委員の変更のあった場合には、その直近の委員会の開催後速やかに、

また、審議の概要等については、当該審議のあった入札監視委員会の開催後速や

かに公表するものとする。

３Ⅱ（１）⑩は、当該措置を行った後速やかに公表するものとする。

(２) 一般競争に付した場合

３Ⅱ(２)①及び⑧のうち総合評価を実施した理由及び落札者決定基準は、入札

公告時に公表するものとする。

３Ⅱ(２)②、③及び⑦は、落札者決定後又は契約の相手方及び契約金額の決定

後速やかに公表するものとする。

３Ⅱ(２)④から⑥まで並びに⑧のうち落札理由並びに⑩は、契約の締結後速や

かに公表するものとする。

３Ⅱ(２)⑨及び⑬は、回答書面の発信後速やかに公表するものとする。

３Ⅱ(２)⑪は、契約の変更後速やかに公表するものとする。

３Ⅱ(２)⑫は、工事成績評定点通知後速やかに公表するものとする。

(３) 指名競争に付した場合



３Ⅱ(３)①は、指名通知後速やかに公表するものとする。

３Ⅱ(３)②及び⑥は落札者決定後又は契約の相手方及び契約金額の決定後速や

かに公表するものとする。

３Ⅱ(３)⑦のうち総合評価を行う理由及び落札者決定基準については、技術資

料収集に係る掲示を行う際に公表するものとする。

３Ⅱ(３)③から⑤まで及び⑨は契約の締結後速やかに公表するものとする。

３Ⅱ(３)⑧及び⑫は、回答書面の発信後速やかに公表するものとする。

３Ⅱ(３)⑩は、契約の変更後速やかに公表するものとする。

３Ⅱ(３)⑪は、工事成績評定点通知後速やかに公表するものとする。

(４) 随意契約によることとした場合

３Ⅱ(４)①及び②は、契約の締結後速やかに、公表するものとする。

３Ⅱ(４)③及び⑥は、回答書面の発信後速やかに、④は契約の変更後速やかに

公表するものとする。

３Ⅱ(４)⑤は、工事成績評定点通知後速やかに公表するものとする。

５ 公表の方法

Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く ）においては、次に掲げる。

方法で公表するものとする。

(１) 通則的事項

３Ⅰ(１)については、原則として閲覧に供する方法（閲覧所を設け、又はイン

ターネットにより閲覧に供することをいう。インターネットにより閲覧に供する

、 。 。）場合には パソコン等を活用して閲覧所等において閲覧させること 以下同じ

によるものとする。

３Ⅰ（１）⑦及び⑩については、当該閲覧に供する方法に加え、日刊新聞紙へ

記事投げ込みを行うものとする。

(２) 一般競争及び指名競争に付した場合並びに随意契約によることとした場合につ

いて

３Ⅰ(２)②、③、⑤及び⑥（調査基準価格を除く）並びに⑧から⑬まで並びに

３Ⅰ(３)①、②、④及び⑤（調査基準価格を除く）並びに⑦から⑫まで並びに３

Ⅰ（４）②から⑥までは、閲覧に供する方法によるものとする。

３Ⅰ(２)①及び④並びに⑥のうち調査基準価格並びに⑦及び３Ⅰ(３)③並びに

、「 （ ）」⑤のうち調査基準価格並びに⑥及び３Ⅰ(４)①は 入札情報サービス ＰＰＩ

を利用してインターネットにより公表するとともに、閲覧所を設け閲覧に供する

方法によるものとする。

Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る ）においては、次に掲げる。

方法で公表するものとする。

(１) 通則的事項

３Ⅱ(１)については、原則として閲覧に供する方法（閲覧所を設け、又はイン

ターネットにより閲覧に供することをいう。インターネットにより閲覧に供する

、 。 。）場合には パソコン等を活用して閲覧所等において閲覧させること 以下同じ

によるものとする。



３Ⅱ（１）⑦及び⑩については、当該閲覧に供する方法に加え、日刊新聞紙へ

記事投げ込みを行うものとする。

(２) 一般競争及び指名競争に付した場合並びに随意契約によることとした場合につ

いて

３Ⅱ(２)②、③、⑤及び⑥（調査基準価格を除く）並びに⑧から⑬まで並びに

３Ⅱ(２)①、②、④及び⑤（調査基準価格を除く）並びに⑦から⑫まで並びに３

Ⅱ（４）②から⑥までは、閲覧に供する方法によるものとする。

３Ⅱ(２)①及び④並びに⑥のうち調査基準価格並びに⑦及び３Ⅱ(３)③並びに

、「 （ ）」⑤のうち調査基準価格並びに⑥及び３Ⅱ(４)①は 入札情報サービス ＰＡＳ

を利用してインターネットにより公表するとともに、閲覧所を設け閲覧に供する

方法によるするものとする。

６ 公表の場所

Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く ）においては、上記５の公。

表の方法のうち、閲覧に供する方法による場合には、次に掲げる場所の閲覧所におい

て公表するものとする。ただし、やむをえない場合には別に指定する場所を閲覧所と

することができる。

(１) 通則的事項

イ）３Ⅰ(１)①から⑤まで並びに⑧、⑨、⑪及び⑫については、地方整備局の本

局総務部契約課又は企画部技術管理課又は営繕部技術・評価課及び各事務所の

担当課。

ロ）３Ⅰ（１）⑥及び⑦は、本局総務部契約課。

ハ）３Ⅰ（１）⑩については、当該指名停止措置の根拠となった事案の発生した

本局総務部契約課。

(２) 一般競争及び指名競争に付した場合並びに随意契約によることとした場合

イ）３Ⅰ（２）①から⑪まで （３）①から⑩まで及び（４）①から④までは、、

支出負担行為担当官（以下「本官」という ）の発注する工事については、本。

局総務部契約課、また分任支出負担行為担当官（以下「分任官」という ）の。

発注する工事については、各事務所の契約担当課。

ただし、３Ⅰ（２）⑨（一般競争拡大通達に基づく一般競争に付した場合に

限る （３）⑧及び（４）③の再苦情処理に係るものについては、本局総務。）、

部契約課。

ロ）３Ⅰ（２）⑫及び⑬ （３）⑪及び⑫並びに（４）⑤及び⑥は、本官の発注、

する工事については、本局企画部技術管理課又は営繕部技術・評価課、また、

分任官の発注する工事については、各事務所の担当課。

Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る ）においては、上記５の公。

表の方法のうち、閲覧に供する方法による場合には、次に掲げる場所の閲覧所におい

て公表するものとする。ただし、やむをえない場合には別に指定する場所を閲覧所と

することができる。

(１) 通則的事項

イ）３Ⅱ(１)①から⑤まで並びに⑧、⑨及び⑪については、地方整備局の本局総



務部経理調達課又は港湾空港部事業課及び各工事事務所の担当課。

ロ）３Ⅱ（１）⑥及び⑦は、本局総務部経理調達課。

ハ）３Ⅱ（１）⑩については、当該指名停止措置の根拠となった事案の発生した

本局総務部経理調達課等。

(２) 一般競争及び指名競争に付した場合並びに随意契約によることとした場合

イ）３Ⅱ（２）①から⑪まで （３）①から⑩まで及び（４）①から④までは、、

本官の発注する工事については、本局総務部経理調達課、また、分任官の発注

する工事については、各事務所の契約担当課。

ただし、３Ⅱ（２）⑨（一般競争拡大通達に基づく一般競争に付した場合に

限る （３）⑧及び（４）③の再苦情処理に係るものについては、本局総務。）、

部経理調達課。

ロ）３Ⅱ（２）⑫及び⑬ （３）⑪及び⑫並びに（４）⑤及び⑥は、本官の発注、

する工事については、本局港湾事業課、また、分任官の発注する工事について

は、各事務所の担当課。

７ 公表の期間

Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く ）においては、次に掲げる。

期間において公表するものとする。

(１) 通則的事項

３Ⅰ(１)①及び②については、当該資格及び名簿等が有効である期間中、当該

事項を公表するものとする。

３Ⅰ（１）③から⑥まで並びに⑧、⑨及び⑪については、常時公表するものと

する。

３Ⅰ（１）⑦については、当該入札監視委員会の審議が行われた日の属する年

度及びその翌年度において、当該事項を公表するものとする。

３Ⅰ（１）⑩については、当該措置を行った日の属する年度からその翌々年度

まで、当該事項を公表するものとする。

(２) 一般競争及び指名競争に付した場合並びに随意契約によることとした場合

３Ⅰ(２)からⅠ(４)までは、一般競争に付した場合は公告をした日、指名競争

に付した場合は指名通知をした日、随意契約によることとした場合は当該契約を

締結した日の属する年度及びその翌年度において、当該事項を公表するものとす

る。

Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る ）においては、次に掲げる。

期間において公表するものとする。

(１) 通則的事項

３Ⅱ(１)①及び②については、当該資格及び名簿が有効である期間中、当該事

項を公表するものとする。

３Ⅱ（１）③から⑥まで並びに⑧、⑨及び⑪については、常時公表するものと

する。

３Ⅱ（１）⑦については、当該入札監視委員会の審議が行われた日の属する年

度及びその翌年度において、当該事項を公表するものとする。



３Ⅱ（１）⑩については、当該措置を行った日の属する年度からその翌々年度

まで、当該公表事項を公表するものとする。

(２) 一般競争及び指名競争に付した場合並びに随意契約によることとした場合

３Ⅱ（２）からⅡ（４）までについては、一般競争に付した場合は公告をした

日、指名競争に付した場合は指名通知をした日、随意契約によることとした場合

は当該契約を締結した日の属する年度及びその翌年度において、当該事項を公表

するものとする。

附 則

１ 本通達は、平成 年４月１日から施行する。13
２ 本通達による措置は、平成 年４月１日より前において、入札又は随意契約の手続13

に着手していた場合における当該入札及びこれに係る契約又は当該随意契約について

は、従前の例によるものとする。

３ 有資格者名簿（様式１―１）及び有資格者索引名簿（様式１―２、１―３）について

は、第１項の例にかかわらず、作成次第公表するものとし、それまでの間は、なお従前

の例に従い閲覧用の有資格者名簿を公表するものとする。

様式１～２ （略）

標準様式１～７ （略）


